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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の撮影モードを有する撮像装置において、
　撮影者からの指示が入力される操作部と、
　動画像の撮影中に、撮影シーンに適した撮影モードを自動的に判定する適切撮影モード
自動判定部と、
　撮影者の指示に基づく前記操作部の出力信号に応じて前記複数の撮影モードの中から選
択され現在設定されている撮影モードと、前記適切撮影モード自動判定部によって自動的
に判定された撮影モードとを動画像の撮影中に比較し、前記現在設定されている撮影モー
ドが前記適切撮影モード自動判定部によって自動的に判定された撮影モードに含まれてい
るか否かを確認するモード比較部とを備えることを特徴とする撮像装置。
【請求項２】
　前記モード比較部が、前記現在設定されている撮影モードが前記適切撮影モード自動判
定部によって自動的に判定された撮影モードに含まれていないことを確認した場合に、
　前記現在設定されている撮影モードをそのまま維持する処理、前記適切撮影モード自動
判定部によって自動的に判定された撮影モードに切り替える処理、又は、前記現在設定さ
れている撮影モードを解除する処理のいずれかを実行する制御部を備える請求項１に記載
の撮像装置。
【請求項３】
　前記モード比較部が、前記現在設定されている撮影モードが前記適切撮影モード自動判



(2) JP 5263767 B2 2013.8.14

10

20

30

40

50

定部によって自動的に判定された撮影モードに含まれていないことを確認した場合に、
　前記現在設定されている撮影モードが前記適切撮影モード自動判定部によって自動的に
判定された撮影モードに含まれていない旨の警告を行う警告部を備える請求項１又は請求
項２に記載の撮像装置。
【請求項４】
　前記警告部の警告の後に入力された撮影者の指示に基づく前記操作部の出力信号に応じ
て、前記制御部が、前記現在設定されている撮影モードをそのまま維持する処理、前記適
切撮影モード自動判定部によって自動的に判定された撮影モードに切り替える処理、又は
、前記現在設定されている撮影モードを解除する処理のいずれかを選択して実行する請求
項３に記載の撮像装置。
【請求項５】
　前記複数の撮影モード各々は、動画像を撮影するためのカメラの制御、動画像の撮影に
より得られる映像信号の映像処理、及び動画像の撮影により得られる音声信号の音声処理
の少なくとも一つを各々異なる撮影シーンに適した設定にしている請求項１～４のいずれ
か１項に記載の撮像装置。
【請求項６】
　複数の撮影モードを有する撮像装置において設定された撮像モードが適切であるか否か
を判定するモード適否判定方法であって、
　動画像の撮影中に、撮影シーンに適した撮影モードを自動的に判定する適切撮影モード
自動判定ステップと、
　撮影者からの指示に基づいて前記複数の撮影モードの中から選択され現在設定されてい
る撮影モードと、前記適切撮影モード自動判定ステップにおいて自動的に判定された撮影
モードとを動画像の撮影中に比較し、前記現在設定されている撮影モードが前記適切撮影
モード自動判定ステップにおいて自動的に判定された撮影モードに含まれているか否かを
確認するモード比較ステップとを備えることを特徴とするモード適否判定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の撮影モードを有する撮像装置及び当該撮像装置において設定された撮
像モードが適切であるか否かを判定するモード適否判定方法に関する。なお、本発明は、
複数の撮影モードを有する撮像装置及び当該撮像装置において設定された撮像モードが適
切であるか否かを判定するモード適否判定方法のみならず、複数の記録モードを有する他
の電子機器（例えば、ＩＣレコーダ等）及び当該電子機器において設定された記録モード
が適切であるか否かを判定するモード適否判定方法にも適用可能である。
【背景技術】
【０００２】
　多くのデジタルビデオカメラは、撮影シーンに応じて「スポーツ」「ポートレート」「
風景」「水中」などの複数の撮影モードが用意されており、それぞれのシーンに最適なカ
メラ制御、画質制御、音声制御が設定できる。撮影者は予め撮影シーンを想定し、その想
定した撮影シーンに応じた撮影モードを設定して動画像の撮影を行う。
【０００３】
　ところが、撮影者が設定する撮影モードは、必ずしも最適ではなく、例えば予め想定し
た撮影シーンに応じた撮影モードを撮影前に設定し忘れた場合には、前回設定した撮影モ
ードのまま撮影が行われてしまう。このような失敗を防ぐために、撮影開始直前に、所定
の撮影モード（マクロ撮影モードや高感度撮影モード）に設定されているか否かを検知し
、前記所定の撮影モードに設定されている場合、撮影シーンに対して前記所定の撮影モー
ドが不適切であるか否かを判定し、不適切であるときには警告表示を行うデジタルカメラ
（デジタルスチルカメラやデジタルビデオカメラ）が特許文献１及び２において提案され
ている。
【０００４】
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【特許文献１】特開２００５－２６０７９２号公報（段落００２８及び００３７）
【特許文献２】特開２００５－２６０７９３号公報（段落００２９及び００３８）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上述した特許文献１及び２で提案されているデジタルカメラでは、撮影開始直前の撮影
シーンを解析するだけであるので、動画像の撮影中に撮影シーンが時々刻々と変化した場
合に対応することができない。例えば、暗い屋内から明るい屋外へ移動しながら撮影した
場合、「屋内」に適したホワイトバランス設定を維持したまま屋外で撮影すると、最適な
動画像を記録することができない。また、防水機能を有するデジタルビデオカメラや防水
ハウジングに収納可能なデジタルビデオカメラでは、通常、水中を撮影するのに最適な「
水中」モードが用意されているが、例えば浅瀬での撮影では、常に水の中で撮影するので
はなく、カメラが水面上に出たり入ったりすることがある。この場合、水面上では「水中
」モードを解除することが望ましい。
【０００６】
　本発明は、上記の状況に鑑み、設定されている撮影モードが適切であるか否かを動画像
の撮影中でも判定することができる撮像装置及び当該撮像装置において設定された撮像モ
ードが適切であるか否かを動画像の撮影中でも判定することができるモード適否判定方法
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記の目的を達成するために、本発明に係る撮像装置は、複数の撮影モードを有する撮
像装置であって、動画像の撮影中に、撮影シーンに適した撮影モードを自動的に判定する
適切撮影モード自動判定部と、動画像の撮影中に、現在設定されている撮影モードと、前
記適切撮影モード自動判定部によって自動的に判定された撮影モードとを比較し、現在設
定されている撮影モードが前記適切撮影モード自動判定部によって自動的に判定された撮
影モードに含まれているか否かを確認するモード比較部とを備える構成とする。
【０００８】
　このような構成によると、設定されている撮影モードが適切であるか否かを動画像の撮
影中でも判定することができる。
【０００９】
　また、前記モード比較部が、現在設定されている撮影モードが前記適切撮影モード自動
判定部によって自動的に判定された撮影モードに含まれていないことを確認した場合に、
現在設定されている撮影モードをそのまま維持する処理、前記適切撮影モード自動判定部
によって自動的に判定された撮影モードに切り替える処理、又は、現在設定されている撮
影モードを解除する処理のいずれかを実行する制御部を備えるようにしてもよい。
【００１０】
　また、前記モード比較部が、現在設定されている撮影モードが前記適切撮影モード自動
判定部によって自動的に判定された撮影モードに含まれていないことを確認した場合に、
現在設定されている撮影モードが前記適切撮影モード自動判定部によって自動的に判定さ
れた撮影モードに含まれていない旨の警告を行う警告部を備えるようにしてもよい。これ
により、設定されている撮影モードが適切でない場合に、設定されている撮影モードが適
切でないことを撮影者が認識することができる。
【００１１】
　また、撮影者からの指示が入力される操作部を備え、前記警告部の警告の後に入力され
た撮影者の指示に基づく前記操作部の出力信号に応じて、前記制御部が、現在設定されて
いる撮影モードをそのまま維持する処理、前記適切撮影モード自動判定部によって自動的
に判定された撮影モードに切り替える処理、又は、現在設定されている撮影モードを解除
する処理のいずれかを選択して実行するようにしてもよい。これにより、現在設定されて
いる撮影モードが前記適切撮影モード自動判定部によって自動的に判定された撮影モード
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に含まれていないことを確認した場合に、撮影者がその後の撮影モードをどのように決定
するかを選択することができる。この場合、前記警告部の警告の後一定時間経過しても撮
影者の指示がない場合は、強制的にいずれかの処理を実行することが望ましい。なお、こ
れとは逆に、警告や警告後の撮影者の指示に応じた処理選択を行わない場合、動画像の撮
影中に撮影シーンが切り替わった際に、撮影モードの切り替えや解除にタイムラグが発生
して適切撮影モードで撮影が行えない事態を防止することができる。
【００１２】
　また、前記複数の撮影モード各々は、例えば、動画像を撮影するためのカメラの制御、
動画像の撮影により得られる映像信号の映像処理、及び動画像の撮影により得られる音声
信号の音声処理の少なくとも一つを各々異なる撮影シーンに適した設定にするとよい。
【００１３】
　また、上記の目的を達成するために、本発明に係るモード適否判定方法は、複数の撮影
モードを有する撮像装置において設定された撮像モードが適切であるか否かを判定するモ
ード適否判定方法であって、動画像の撮影中に、撮影シーンに適した撮影モードを自動的
に判定する適切撮影モード自動判定ステップと、動画像の撮影中に、現在設定されている
撮影モードと、前記適切撮影モード自動判定ステップにおいて自動的に判定された撮影モ
ードとを比較し、現在設定されている撮影モードが前記適切撮影モード自動判定ステップ
において自動的に判定された撮影モードに含まれているか否かを確認するモード比較ステ
ップとを備えるようにする。
【００１４】
　このような方法によると、設定されている撮影モードが適切であるか否かを動画像の撮
影中でも判定することができる。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の構成によると、設定されている撮影モードが適切であるか否かを動画像の撮影
中でも判定することができる。本発明は、例えば浅瀬での撮影で撮像装置が水面上に出た
り入ったりする場合のように、動画像の撮影中に撮影シーンが切り替わる場合に有用であ
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　本発明の実施形態について図面を参照して以下に説明する。
【００１７】
＜撮像装置の基本構成＞
　まず、撮像装置の基本構成について図１を参照して説明する。図１は、本発明に係る撮
像装置の一内部構成例を示すブロック図である。
【００１８】
　図１に示す撮像装置は、入射される光を電気信号に変換するＣＣＤ（Charge Coupled D
evice）またはＣＭＯＳ（Complimentary Metal Oxide Semiconductor）センサなどの固体
撮像素子（イメージセンサ）１と、被写体の光学像をイメージセンサ１に結像させるズー
ムレンズとズームレンズの焦点距離すなわち光学ズーム倍率を変化させるモータとズーム
レンズの焦点を被写体に合わせるためのモータとを有するレンズ部２と、イメージセンサ
１から出力されるアナログ信号である画像信号をデジタル信号に変換するＡＦＥ（Analog
 Front End）３と、撮像装置の前方の左右方向から入力された音声を独立して電気信号に
変換するステレオマイク４と、ＡＦＥ３からのデジタル信号となる画像信号に対して、階
調補正等の各種画像処理を施す画像処理部５と、ステレオマイク４からのアナログ信号で
ある音声信号に対してデジタル信号に変換するとともに音声補正処理を施す音声処理部６
と、画像処理部５から出力される画像信号及び音声処理部６から出力される音声信号のそ
れぞれに対してＭＰＥＧ（Moving Picture Experts Group）圧縮方式などの圧縮符号化処
理を施す圧縮処理部７と、圧縮処理部７で圧縮符号化された圧縮符号化信号をＳＤカード
などの外部メモリ２２に記録するドライバ部８と、ドライバ部８で外部メモリ２２から読
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み出した圧縮符号化信号を伸長して復号する伸長処理部９と、伸長処理部９で復号されて
得られた画像信号をアナログ信号に変換するビデオ出力回路部１０と、ビデオ出力回路部
１０で変換された信号を出力するビデオ出力端子１１と、ビデオ出力回路部１０からの信
号に基づく画像の表示を行うＬＣＤ（Liquid Crystal Display）等を有するディスプレイ
部１２と、伸長処理部９からの音声信号をアナログ信号に変換する音声出力回路部１３と
、音声出力回路部１３で変換された信号を出力する音声出力端子１４と、音声出力回路部
１３からの音声信号に基づいて音声を再生出力するスピーカ部１５と、各ブロックの動作
タイミングを一致させるためのタイミング制御信号を出力するタイミングジェネレータ（
ＴＧ）１６と、撮像装置内全体の駆動動作を制御するＣＰＵ（Central Processing Unit
）１７と、各動作のための各プログラムを記憶するとともにプログラム実行時のデータの
一時保管を行うメモリ１８と、撮影者からの指示が入力される操作部１９と、ＣＰＵ１７
と各ブロックとの間でデータのやりとりを行うためのバス回線２０と、メモリ１８と各ブ
ロックとの間でデータのやりとりを行うためのバス回線２１と、モード適否判定部２３と
を備える。なお、ＣＰＵ１７は、画像処理部５で検出した画像信号に応じて、レンズ部２
内の各モータを駆動して焦点、絞りの制御を行う。
【００１９】
＜撮像装置の基本動作＞
　次に、図１に示す撮像装置の動画像撮影時の基本動作について図１を参照して説明する
。まず、撮像装置は、レンズ部２より入射される光をイメージセンサ１において光電変換
することによって、電気信号である画像信号を取得する。そして、イメージセンサ１は、
タイミングジェネレータ１６から入力されるタイミング制御信号に同期して、所定のフレ
ーム周期（例えば、１／６０秒）で順次ＡＦＥ３に画像信号を出力する。なお、ＣＰＵ１
７は、設定された撮影モードに応じたカメラ制御（ＡＦ、ＡＥ、ＩＳＯ感度等）をイメー
ジセンサ１及びレンズ部２に対して行う。
【００２０】
　そして、ＡＦＥ３によってアナログ信号からデジタル信号へと変換された画像信号は、
画像処理部５に入力される。画像処理部５は、入力される画像信号を、輝度信号と色差信
号とからなる画像信号に変換するとともに、階調補正や輪郭強調等の各種画像処理を施す
。また、メモリ１８はフレームメモリとして動作し、画像処理部５が処理を行う際に画像
信号を一時的に保持する。なお、画像処理部５は、設定された撮影モードに応じた画像処
理を行う。
【００２１】
　また、このとき画像処理部５に入力される画像信号に基づき、レンズ部２において、各
種レンズの位置が調整されてフォーカスの調整が行われたり、絞りの開度が調整されて露
出の調整が行われたりする。このフォーカスや露出の調整は、それぞれ最適な状態となる
ように所定のプログラムに基づいて自動的に行われたり、撮影者の指示に基づいて手動で
行われたりする。
【００２２】
　一方、ステレオマイク４において電気信号に変換される音声信号は、音声処理部６に入
力される。音声処理部６は、入力される音声信号をデジタル信号に変換するとともにノイ
ズ除去や音声信号の強度制御などの音声補正処理を施す。なお、音声処理部６は、設定さ
れた撮影モードに応じた音声処理を行う。
【００２３】
　そして、画像処理部５から出力される画像信号と、音声処理部６から出力される音声信
号とがともに圧縮処理部７に入力され、圧縮処理部７において所定の圧縮方式で圧縮され
る。このとき、画像信号と音声信号とが時間的に関連付けられ、再生時に画像と音とがず
れないように構成される。そして、圧縮された画像信号及び音声信号はドライバ部８を介
して外部メモリ２２に記録される。
【００２４】
　外部メモリ２２に記録された圧縮符号化信号は、撮影者の指示に基づく操作部１９の出
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力信号に応じて、伸長処理部９に読み出される。伸長処理部９は、圧縮符号化信号を伸長
及び復号し、画像信号及び音声信号を生成する。そして、画像信号をビデオ出力回路部１
０、音声信号を音声出力回路部１３にそれぞれ出力する。そして、ビデオ出力回路部１０
や音声出力回路部１３において、画像信号及び音声信号がディスプレイ部１２やスピーカ
部１５において再生可能な形式に変換されて出力される。
【００２５】
　また、画像信号の記録を行わずにディスプレイ部１２に表示される画像を撮影者が確認
する、所謂プレビューモードである場合に、圧縮処理部７が圧縮処理を行わないようにし
、画像処理部５が圧縮処理部７ではなくビデオ出力回路部１０に画像信号を出力するよう
にしてもよい。また、画像信号を記録する際に、ドライバ部８を介して外部メモリ２２に
記録する動作と並行して、ビデオ出力回路１０を介してディスプレイ部１２に画像信号を
出力するようにしても構わない。
【００２６】
　なお、図１に示す構成では、ディスプレイ部１２やスピーカ部１５が撮像装置に搭載さ
れているが、ディスプレイ部１２やスピーカ部１５を撮像装置と別体とし、撮像装置に設
けられる端子（ビデオ出力端子１１、音声出力端子１４）とケーブル等を用いて接続され
るような構成であっても構わない。
【００２７】
＜モード適否判定部の第１実施例＞
　次に、モード適否判定部２３の第１実施例について図２を参照して説明する。図２は、
モード適否判定部２３の第１実施例の構成を示すブロック図である。
【００２８】
　図２に示すモード適否判定部２３は、適切撮影モード自動判定部２３１と、モード比較
部２３２と、警告発信部２３３とを備えている。
【００２９】
　適切撮影モード自動判定部２３１は、撮影中の音声信号と映像信号を解析し、どのよう
なシーンで撮影しているのかを判定し、撮影シーンに適した撮影モード（以下、適切撮影
モードという）を自動的に判定する。適切撮影モードは単数であっても複数であってもよ
い。適切撮影モード自動判定部２３１は、例えば、例えば音声の反響特性や周波数特性を
解析して、どのような場所（屋外／屋内、水中など）で撮影しているかを判定し、また、
映像情報の輝度やヒストグラムなどの基本特性を解析するほか、人物が映っているかどう
かなどの情報も解析して、撮影シーンを判定する。なお、本実施例では音声信号と映像信
号をソフトウェアによって解析する例を示したが、圧力センサや照度センサなどのハード
ウェアを用いてどのようなシーンで撮影しているのかを判定してもよい。例えば、圧力セ
ンサを用いた場合、水中で撮影しているか空気中で撮影しているかの判別が可能であり、
照度センサを用いた場合、室内で撮影しているか屋外で撮影しているかの判別や夜間に撮
影しているか日中に撮影しているかの判別が可能である。
【００３０】
　モード比較部２３２は、設定されている撮影モード（以下、設定撮影モードという）と
、適切撮影モード自動判定部２３１によって自動的に判定された適切撮影モードとを比較
し、設定撮影モードが適切撮影モードに含まれているか否かを警告発信部２３３に知らせ
る。警告発信部２３３は、設定撮影モードが適切撮影モードに含まれていなければ、警告
信号を発信する。例えば、屋内で撮影しているのに「風景」モードになっていたり、人物
が映っていないのに「ポートレート」モードになっていたりする場合に、警告発信部２３
３が警告信号を発信する。
【００３１】
＜警告の例＞
　図３は警告の例である。図３に示す四つの例（警告音等の再生、警告メッセージ等のモ
ニタ表示、警告用ランプの発光、筐体の振動）及び撮影者に対して警告を発する他の手段
は、単独で実施されても複数組み合わせて実施されてもよい。
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【００３２】
　警告音等の再生により警告する場合、警告発信部２３３は、警告音又は警告メッセージ
に対応する音声信号を警告信号として音声出力回路部１３に出力する。これにより、スピ
ーカ部１５から警告音又は警告メッセージが再生される。ただし、これらの音が撮影デー
タとして録音されないように、音声処理部６が音声信号に対してノイズキャンセリングな
どの処理を施すことが望ましい。
【００３３】
　警告メッセージ等のモニタ表示により警告する場合、警告発信部２３３は、警告メッセ
ージ等に対応する映像信号を警告信号としてビデオ出力回路部１０に出力する。これによ
り、ディスプレイ部１２の表示画面に警告メッセージ等が表示される。図３では、ディス
プレイ部１２の表示画面全体に警告メッセージを表示しているが、撮影中のプレビュー表
示を邪魔しないように、表示画面の端に小さく表示してもよい。また、警告メッセージ表
示ではなく、警告マークを点灯もしくは点滅させてもよい。
【００３４】
　警告用ランプの発光により警告する場合、撮像装置本体に警告用ランプ２４及び警告用
ランプ２４を駆動するランプ駆動部を設置しておき、警告発信部２３３は、ランプ発光信
号を警告信号としてランプ駆動部に出力する。これにより、警告用ランプ２４が発光（点
灯又は点滅）する。警告用ランプ２４は、警告専用のものを設置してもよいし、普段は別
の用途で使用しているランプを用いて、警告時だけ点灯色や点滅パターンを変更してもよ
い。
【００３５】
　筐体（撮像装置本体）の振動により警告する場合、撮像装置本体の内部に振動用モータ
及び振動用モータを駆動するモータ駆動部を設置し、警告発信部２３３は、モータ駆動信
号を警告信号としてモータ駆動部に出力する。これにより、撮像装置本体が振動する。こ
のとき、手ブレが生じるため、画像処理部５が手ブレを補正する処理を施すことが望まし
い。
【００３６】
＜警告後の処理＞
　設定撮影モードが適切撮影モードに含まれていない場合、上述した警告が行われた後、
現在の設定撮影モードを維持するか、設定撮影モードを適切撮影モードに切り替えるか、
現在の設定撮影モードを解除してデフォルトの撮影モードにするかのいずれかの処理を行
う。
【００３７】
　図４は、モニタ表示による警告及びモード切り替え提示の例である。撮影モードが適切
でないことを警告するとともに、設定撮影モードを変更するかどうかを撮影者に問いかけ
る。撮影者は、操作部１９を操作して「Ｙｅｓ」又は「Ｎｏ」を選択する。
【００３８】
　「Ｙｅｓ」が選択された場合、適切撮影モード自動判定部２３１によって自動的に判定
された適切撮影モードに切り替えるように、例えば、「屋内」モードに設定して屋外で撮
影していれば「屋外」モードへ切り替えるようにしてもよく、また、現在の設定撮影モー
ドを解除してデフォルトの撮影モード（例えばＡｕｔｏモード）にするように、例えば、
「水中」モードに設定して水面上で撮影していれば、「水中」モードを解除してデフォル
トの撮影モードにするようにしてもよい。
【００３９】
　なお、図４に示す表示には時間制限を設けておき、図４に示すように表示画面の右上に
制限時間（秒単位）をカウントダウンしながら表示する。カウントが０になるまでに撮影
者が「Ｙｅｓ」と「Ｎｏ」のいずれも選択しなかった場合は、「Ｙｅｓ」を選択したとみ
なして強制的に適切撮影モードに切り替えてもよく、撮影者にモード切り替えの意思がな
いと想定し、「Ｎｏ」を選択したとみなして現在の設定撮影モード設定を維持してもよい
。
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【００４０】
＜撮影時の処理フロー＞
　図５は、モード適否判定部２３の第１実施例を採用した図１に示す撮像装置の撮影時の
処理フローチャートである。
【００４１】
　撮影者が操作部１９に対して撮影開始操作を行うと、図５に示すフロー処理が開始され
る。なお、ＣＰＵ１７は、操作部１９の出力に基づいて、撮影者が操作部１９に対して撮
影終了操作を行ったか否かを常時監視しており、撮影者が操作部１９に対して撮影終了操
作を行うと、直ちに図５に示すフロー処理が中断され、撮影が終了する。
【００４２】
　まず、適切撮影モード自動判定部２３１が、適切撮影モードを自動的に判定する（ステ
ップＳ１０）。その後、モード比較部２３２が、設定撮影モードと適切撮影モードとを比
較し、設定撮影モードが適切撮影モードに含まれているか否かを判定する（ステップＳ２
０）。
【００４３】
　設定撮影モードが適切撮影モードに含まれていれば（ステップＳ２０のＹＥＳ）、ステ
ップＳ１０に戻る。一方、設定撮影モードが適切撮影モードに含まれていなければ（ステ
ップＳ２０のＮＯ）、警告発信部２３３が警告信号を発信し、その警告信号に基づいて撮
影者に対して警告を発し（ステップＳ３０）、その後ステップＳ４０に移行する。
【００４４】
　ステップＳ４０において、ＣＰＵ１７は、撮影者の処理選択操作に応じた操作部１９の
出力に基づいて、現在の設定撮影モードを維持するか、設定撮影モードを適切撮影モード
に切り替えるか、現在の設定撮影モードを解除してデフォルトの撮影モードにするかのい
ずれかの処理を行い、設定撮影モードを変更した場合は変更後の設定撮影モードをメモリ
１８に記憶させる。
【００４５】
　そして、ステップＳ４０の処理が終了すると、ステップＳ１０に戻り、一連のフロー処
理を短時間毎に繰り返す。上述したステップＳ１０及びステップＳ２０の処理により、設
定されている撮影モードが適切であるか否かを動画像の撮影中でも判定することができる
。
【００４６】
＜モード適否判定部の第２実施例＞
　防水機能を有するデジタルビデオカメラや防水ハウジングに収納可能なデジタルビデオ
カメラでは、通常、水中を撮影するのに最適な「水中」モードが用意されており、このモ
ードでは、水中で最適なホワイトバランス制御や、水中特有の音声雑音を低減する処理が
施される。しかし、浅瀬などで撮影する場合、常に水中で撮影するのではなく、撮像装置
が水面上に出たり入ったりして撮影するケースが想定される。この場合、水面上では水中
モードを解除した方がより最適な撮影となる。
【００４７】
　上述した図５に示すフロー処理では、撮影者に対して警告を発し、その後、撮影者の処
理選択操作に応じて、現在の設定撮影モードを維持するか、設定撮影モードを適切撮影モ
ードに切り替えるか、現在の設定撮影モードを解除してデフォルトの撮影モードにするか
のいずれかの処理を行うため、撮影モードの切り替えや解除にタイムラグが発生し、撮像
装置が頻繁に水中を出たり入ったりする場合には、適切撮影モードで撮影が行えない可能
性がある。
【００４８】
　モード適否判定部２３の第２実施例は、上記の懸念を解消することができる実施例であ
る。モード適否判定部２３の第２実施例について図６を参照して説明する。図６は、モー
ド適否判定部２３の第２実施例の構成を示すブロック図である。なお、図６において図２
と同一の部分には同一の符号を付す。



(9) JP 5263767 B2 2013.8.14

10

20

30

40

50

【００４９】
　図６に示すモード適否判定部２３は、図２に示すモード適否判定部２３から警告発信部
２３３を取り除いた構成である。モード比較部２３２は比較結果信号（設定撮影モードが
適切撮影モードに含まれているか否かを示す信号）をＣＰＵ１７（図１参照）に送出する
。
【００５０】
　ＣＰＵ１７は、設定撮影モードが適切撮影モードに含まれていないという内容の比較結
果信号を受けとった場合、メモリ１８に予め記憶されている処理選択の設定に応じて、現
在の設定撮影モードを維持するか、設定撮影モードを適切撮影モードに切り替えるか、現
在の設定撮影モードを解除してデフォルトの撮影モードにするかのいずれかの処理を自動
的に行い、設定撮影モードを変更した場合は変更後の設定撮影モードをメモリ１８に記憶
させる。メモリ１８に予め記憶されている処理選択の設定は操作部１９によって変更可能
とすることが望ましい。
【００５１】
　したがって、モード適否判定部２３の第２実施例を採用した図１に示す撮像装置の撮影
時の処理フローチャートは図７に示すようになる。なお、図７において図５と同一のステ
ップには同一の符号を付す。
【００５２】
　図７に示すフローチャートは、図５に示すフローチャートからステップＳ３０を取り除
き、ステップＳ４０をステップＳ５０に変更したたものである。
【００５３】
　ステップＳ５０において、ＣＰＵ１７は、メモリ１８に予め記憶されている処理選択の
設定に応じて、現在の設定撮影モードを維持するか、設定撮影モードを適切撮影モードに
切り替えるか、現在の設定撮影モードを解除してデフォルトの撮影モードにするかのいず
れかの処理を行い、設定撮影モードを変更した場合は変更後の設定撮影モードをメモリ１
８に記憶させる。なお、ステップＳ５０において、設定撮影モードを適切撮影モードに切
り替える処理、又は、現在の設定撮影モードを解除してデフォルトの撮影モードにする処
理を行った場合、設定撮影モードが変更された旨をディスプレイ部１２による表示やスピ
ーカ部１５による音声再生で撮影者に知らせてもよく、知らせなくてもよい。
【００５４】
　図７に示すフロー処理により、撮影者への警告や警告後の撮影者の指示に応じた処理選
択が行われなくなるので、動画像の撮影中に撮影シーンが切り替わった際に、撮影モード
の切り替えや解除にタイムラグが発生して適切撮影モードで撮影が行えない事態を防止す
ることができる。
【００５５】
＜水中撮影に対応可能な実施例＞
　次に、モード適否判定部２３の第２実施例を採用した場合の水中撮影に対応可能な実施
例について説明する。
【００５６】
　図８は、「水中」モードであるか否かによってホワイトバランス調整を切り替える場合
の撮像装置の要部構成を示す図であり、モード適否判定部２３と、画像処理部５と、ＣＰ
Ｕ１７とを図示している。なお、ＣＰＵ１７は、メモリ１８（図８において不図示）に予
め記憶されている処理選択の設定に応じて、設定撮影モードを適切撮影モードに切り替え
るものとする。
【００５７】
　モード適否判定部２３内の適切撮影モード自動判定部２３１は、水中判定部２３１Ａと
、適切撮影モード決定部２３２Ｂとを有している。また、画像処理部５は、空気中ホワイ
トバランス調整部５１と、水中ホワイトバランス調整部５２と、切り替え部５３及び５４
と、各種画像処理部５５とを有している。なお、各種画像処理部５５は設けられていなく
ても構わない。
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【００５８】
　水中判定部２３１Ａによって撮影環境が水中であると判定された場合、適切撮影モード
決定部２３２Ｂが適切撮影モードを「水中」モードとし、ＣＰＵ１７が、比較結果信号に
基づいて、切り替え部５３及び５４に水中ホワイトバランス調整部５２を選択させる。水
中ホワイトバランス調整部５２は、水の屈折特性などを考慮したホワイトバランス調整を
行う。
【００５９】
　逆に、水中判定部２３１Ａによって撮影環境が水中でないと判定された場合、撮影環境
は空気中であることが想定されるため、適切撮影モード決定部２３２Ｂが適切撮影モード
を「通常（非水中）」モードとし、ＣＰＵ１７が、比較結果信号に基づいて、切り替え部
５３及び５４に空気中ホワイトバランス調整部５１を選択させる。空気中ホワイトバラン
ス調整部５１は、例えばオート設定でホワイトバランスを調整する。
【００６０】
　図９は、「水中」モードであるか否かによって音声処理を切り替える場合の撮像装置の
要部構成を示す図であり、モード適否判定部２３と、音声処理部６と、ＣＰＵ１７とを図
示している。なお、ＣＰＵ１７は、メモリ１８（図９において不図示）に予め記憶されて
いる処理選択の設定に応じて、設定撮影モードを適切撮影モードに切り替えるものとする
。
【００６１】
　モード適否判定部２３内の適切撮影モード自動判定部２３１は、水中判定部２３１Ａと
、適切撮影モード決定部２３２Ｂとを有している。また、音声処理部６は、水中雑音低減
部６１と、切り替え部６２及び６３と、各種音声処理部６４とを有している。なお、各種
音声処理部６４は設けられていなくても構わない。
【００６２】
　水中判定部２３１Ａによって撮影環境が水中であると判定された場合、適切撮影モード
決定部２３２Ｂが適切撮影モードを「水中」モードとし、ＣＰＵ１７が、比較結果信号に
基づいて、切り替え部６２及び６３に水中雑音低減部６１を選択させる。水中雑音低減部
６１は、水中特有の音響特性を考慮した雑音低減処理を行う。
【００６３】
　逆に、水中判定部２３１Ａによって撮影環境が水中でないと判定された場合、撮影環境
は空気中であることが想定されるため、適切撮影モード決定部２３２Ｂが適切撮影モード
を「通常（非水中）」モードとし、ＣＰＵ１７が、比較結果信号に基づいて、切り替え部
６２及び６３にスルー経路を選択させる。
【００６４】
＜水中判定部の第１実施例＞
　次に、水中判定部２３１Ａの第１実施例について説明する。水中判定部２３１Ａの第１
実施例では、水中判定部２３１Ａが圧力判定部を備えている。また、水中判定部２３１Ａ
の第１実施例を採用する場合、図１に示す撮像装置に新たに圧力センサを設ける。水中判
定部２３１Ａの圧力判定部が、圧力センサの検出信号を入力し、撮像装置外部の圧力が予
め設定した閾値以上である場合に、撮影環境が水中であると判定し、撮像装置外部の圧力
が予め設定した閾値未満である場合に、撮影環境が水中でないと判定する。
【００６５】
＜水中判定部の第２実施例＞
　次に、水中判定部２３１Ａの第２実施例について説明する。水中判定部２３１Ａの第２
実施例では、水中判定部２３１Ａが周波数特性判定部を備えている。
【００６６】
　ここで、空気中で白色雑音を再生し、それを空気中で集音した場合の周波数特性を図１
０に示す。また、空気中で白色雑音を再生し、それを水中で集音した場合の周波数特性を
図１１に示す。
【００６７】
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　空気中で集音した場合の周波数特性は、図１０に示す通りほぼフラットな特性となる。
一方、水中で集音した場合の周波数特性は、一般的に、信号レベルが大きければ、図１１
に示す通り高周波帯域の信号が大きく減衰する。これは、伝搬されてくる音が、空気中－
水中、水中－集音機器の筐体内部（空気中）の２つの境界において反射により減衰し、水
中で新たに発生した波の音や筐体内部で新たに発生した音などの一般的に低い音が残るた
めである。
【００６８】
　このように、撮像装置を水中で使用している場合には、撮像装置を空気中で使用してい
る場合では起こりえないような、低帯域の音と中帯域の音及び高帯域の音とのレベル差が
生じるため、そのレベル差を利用して判定を行う。
【００６９】
　以下、水中判定部２３１Ａの周波数特性判定部が実行する判定方法について説明する。
Ｒｃｈ音声信号及びＬｃｈ音声信号を対象として、低帯域（例えば、数十（７０）Ｈｚ～
３ｋＨｚ）、中帯域（例えば、６ｋＨｚ～９ｋＨｚ）、高帯域（例えば、１２ｋＨｚ～１
５ｋＨｚ）の各帯域で信号レベルの平均値を算出する。なお、各帯域の具体的数値は上記
の例に限らず、各帯域相互の大小関係が正しければ問題ない。また、低帯域と中帯域が一
部重複していてもよく、中帯域と高帯域が一部重複していてもよい。
【００７０】
　その各帯域における信号レベルの平均値から算出することが可能な、高帯域に対する低
帯域の信号レベル比（低帯域／高帯域）Ｒ１、中帯域に対する低帯域の信号レベル比（低
帯域／中帯域）Ｒ２、及び、高帯域に対する中帯域の信号レベル比（中帯域／高帯域）Ｒ
３は、ステレオマイク４を空気中から水中に挿入し再び空気中に戻した場合図１２に示す
ような時間変化を示す。図１２中の期間Ｔ１及びＴ３はステレオマイク４が空気中に位置
する期間であり図１２中の期間Ｔ２はステレオマイク４が水中に位置する期間である。高
帯域に対する中帯域の信号レベル比（中帯域／高帯域）Ｒ３は、空気中、水中に関係なく
、ほぼ一定値である。これに対し、高帯域に対する低帯域の信号レベル比（低帯域／高帯
域）Ｒ１及び中帯域に対する低帯域の信号レベル比（低帯域／中帯域）Ｒ２は、空気中で
は小さい値であるが、水中では受音感度が変化し、空気中の場合と比べて大幅に大きな値
になる。
【００７１】
　このことを利用して、水中判定部２３１Ａの周波数特性判定部は、高帯域に対する低帯
域の信号レベル比（低帯域／高帯域）Ｒ１及び中帯域に対する低帯域の信号レベル比（低
帯域／中帯域）Ｒ２を各帯域における信号レベルの平均値から算出し、高帯域に対する低
帯域の信号レベル比（低帯域／高帯域）Ｒ１及び中帯域に対する低帯域の信号レベル比（
低帯域／中帯域）Ｒ２が予め設定した閾値以上に大きくなった場合に、撮影環境が水中で
あると判定する。判定精度は劣ることになるが、中帯域における信号レベルの平均値及び
中帯域に対する低帯域の信号レベル比（低帯域／中帯域）Ｒ２を算出せず、高帯域に対す
る低帯域の信号レベル比（低帯域／高帯域）Ｒ１が予め設定した閾値以上に大きくなった
場合に撮影環境が水中であると判定すること、或いは、高帯域における信号レベルの平均
値及び高帯域に対する低帯域の信号レベル比（低帯域／高帯域）Ｒ１を算出せず、中帯域
に対する低帯域の信号レベル比（低帯域／中帯域）Ｒ２が予め設定した閾値以上に大きく
なった場合に撮影環境が水中であると判定することも可能である。
【００７２】
　なお、水中においても、気泡の音や筐体のこすれ音によって突発的なノイズが発生し、
中帯域及び高帯域の信号レベルが瞬間的に大きくなり、高帯域に対する低帯域の信号レベ
ル比（低帯域／高帯域）Ｒ１及び中帯域に対する低帯域の信号レベル比（低帯域／中帯域
）Ｒ２が瞬間的に小さな値になる可能性がある。そのため、水中判定部２３１Ａの周波数
特性判定部が判定に使用する高帯域に対する低帯域の信号レベル比（低帯域／高帯域）Ｒ
１及び中帯域に対する低帯域の信号レベル比（低帯域／中帯域）Ｒ２は、一定時間におい
て平均をとった値を用いることが望ましい。
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【００７３】
　また、閾値に関しては、ヒステリシス特性を持たせ、空気中であると判定している間は
閾値を高く、水中であると判定している間は閾値を低く設定することが望ましい。
【００７４】
＜水中雑音低減部の第１実施例＞
　次に、水中雑音低減部６１の第１実施例について説明する。水中雑音低減部６１の第１
実施例では、図１３に示すように、水中雑音低減部６１が、入力される音声信号をＡ／Ｄ
変換するＡ／Ｄ変換部６１１と、Ａ／Ｄ変換部６１１から出力される音声信号中の所定の
周波数以下となる低周波帯域成分を抽出して出力するＬＰＦ（Low Pass Filter）６１２
と、Ａ／Ｄ変換部６１１から出力される音声信号中の所定の周波数以上となる高周波帯域
成分を抽出して出力するＨＰＦ（High Pass Filter）６１３と、ＬＰＦ６１２から出力さ
れる低周波帯域成分を減衰させる減衰部６１４と、減衰部６１４から出力される低周波帯
域成分とＨＰＦ６１３から出力される高周波帯域成分とを合成して音声信号を出力する合
成部６１５とを備えている。
【００７５】
　図１０及び図１１に示したように、空気中で集音された音声信号の周波数特性と、水中
で集音された音声信号の周波数特性とは異なる。特に、水中で集音される音声信号は、空
気中で集音される音声信号と比較して低周波帯域に強度が集中する。そのため、再生時に
非常に聞き取り難くなったり耳障りになったりするなどして、撮影者の意図する音声信号
とかけ離れたものとなる場合がある。
【００７６】
　しかしながら、本実施例のように水中雑音低減部６１を構成すると、水中で集音された
音声信号の低周波帯域を減衰させることができる。したがって、水中で集音された音声信
号から、水中の音の集音特性による影響を低減することが可能となる。即ち、効果的に撮
影者の意図する音声信号に近づけることが可能となる。
【００７７】
　なお、ＬＰＦ６１２及びＨＰＦ６１３のカットオフ周波数をある周波数λ1としても構
わない。また、周波数λ1を例えば２ｋＨｚとしても構わない。また、減衰部６１４によ
る利得減衰量を、例えば２０ｄＢとしても構わない。
【００７８】
　また、本例ではＬＰＦ６１２、ＨＰＦ６１３を用いて、周波数λ1以下の成分を全て減
衰させる構成としたが、所定の周波数帯域の成分を減衰させる構成としても構わない。こ
のような構成とするために、例えば、ＬＰＦ６１２を、上限の周波数λ1、下限の周波数
λaとした周波数帯域の成分を通過させるＢＰＦ（Band Pass Filter）に置き換え、この
ＢＰＦを通過した成分を減衰部６１４で減衰させる構成としても構わない。さらに、この
場合、例えば、ＨＰＦ６１３を、周波数λ1以上及び周波数λa以下の成分を通過させるＢ
ＰＦ（Band Pass Filter）に置き換えても構わない。
【００７９】
＜水中雑音低減部の第２実施例＞
　次に、水中雑音低減部６１の第２実施例について説明する。水中雑音低減部６１の第２
実施例では、図１４に示すように、水中雑音低減部６１が、ＦＦＴ（Fast Fourier Trans
form）部６１６Ｒ及び６１６Ｌと、ノイズ判定情報生成部６１７と、処理部６１８Ｒ及び
６１８Ｌと、ＩＦＦＴ（Inverse Fast Fourier Transform）部６１９Ｒ及び６１９Ｌとを
備えている。
【００８０】
　ＦＦＴ部６１６Ｒは、ステレオマイク４の右側マイクから入力されるＲｃｈ音声信号を
４８ｋＨｚでサンプリングしてデジタル信号に変換した後、２０４８サンプル毎にＦＦＴ
処理にて周波数領域の信号ＳＲ［Ｆ］に変換する。また、ＦＦＴ部６１６Ｌは、ステレオ
マイク４の左側マイクから入力されるＬｃｈ音声信号を４８ｋＨｚでサンプリングしてデ
ジタル信号に変換した後、２０４８サンプル毎にＦＦＴ処理にて周波数領域の信号ＳＬ［
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Ｆ］に変換する。
【００８１】
　ノイズ判定情報生成部６１７は、ＦＦＴ部６１６Ｒから出力される周波数領域の信号Ｓ
Ｒ［Ｆ］及びＦＦＴ部６１６Ｌから出力される周波数領域の信号ＳＬ［Ｆ］を用いて、撮
像装置本体が発するノイズであるか否かの判定に必要な情報を生成する。
【００８２】
　処理部６１８Ｒは、ノイズ判定情報生成部６１７から出力される情報を用いて、周波数
領域の信号ＳＲ［Ｆ］に対して、集音時に撮像装置本体から到来するノイズの影響を低減
する音声処理を行い、処理部６１８Ｌは、ノイズ判定情報生成部６１７から出力される情
報を用いて、周波数領域の信号ＳＬ［Ｆ］に対して、集音時に撮像装置本体から到来する
ノイズの影響を低減する音声処理を行う。
【００８３】
＜ノイズ判定情報生成部の第１実施例＞
　ノイズ判定情報生成部６１７の第１実施例について図１５を参照して説明する。ノイズ
判定情報生成部６１７の第１実施例では、ノイズ判定情報生成部６１７が相対位相差情報
生成部を備えている。また、図１５は、撮像装置本体のノイズ源及び本来の集音対象であ
る音源からの音の伝搬の様子を示す図である。
【００８４】
　２つのマイクロホンでそれぞれ集音した２つの音声信号の相対位相差を一意に決定する
ためには、２つのマイクロホンの間隔が半波長に相当する周波数以下の音声信号である必
要がある。そのため、２つのマイクロホン４Ｒ及び４Ｌの間隔が図１５に示すように２ｃ
ｍの場合、空気中での音速を３４０ｍ／ｓとすれば、ノイズ判定情報生成部６１７の相対
位相差情報生成部は、８．５ｋＨｚ以下の帯域の音声信号についてのみ相対位相差情報を
生成することができる。
【００８５】
　撮像装置本体が発するモータ音などのノイズは、撮像装置の筐体内の空洞（空気中）を
伝搬して、マイクロホン４Ｒ及び４Ｌそれぞれに到達する。このとき、右側マイクロホン
４Ｒに到達したノイズの位相と左側マイクロホン４Ｌに到達したノイズの位相との差であ
る相対位相差Δφ０は、下記の（１）式で表すことができる。ただし、Freqは、相対位相
差を求めているノイズの周波数である。
　Δφ０＝２π×（Freq×２０／３４００００）　　…（１）
【００８６】
　一方、水中を伝搬して右側マイクロホン４Ｒに到達した音の位相と左側マイクロホン４
Ｌに到達した音の位相との差（相対位相差）は、図１５に示すように水中を伝搬してくる
音が撮像装置の側面から到来した場合に最も大きくなり、その場合の相対位相差Δφ１は
、水中での音速が空気中での音速の約５倍であるため、下記の（２）式で表すことができ
る。ただし、Freqは、相対位相差を求めている音の周波数である。また、水中を伝搬した
音は、その後、モニタユニット２５に入りマイクロホン４Ｒ及び４Ｌに到達するまでに空
気中を伝搬することになるが、このモニタユニット２５に入りマイクロホン４Ｒ及び４Ｌ
に到達するまでの伝搬経路長は２つの経路でほぼ同じであり、また、モニタユニット２５
内（空気中）での伝搬経路長が水中での伝搬経路長に比べて極めて短いため、水中を伝搬
してくる音の相対位相差を考える上では、モニタユニット２５内（空気中）での伝搬経路
を無視して構わない。また、図１５（ａ）に示すように、本来の集音対象である音源が空
気中に有る場合もあるが、音源から空気中－水中の境界面までの伝搬経路長は２つの経路
でほぼ同じであるため、水中を伝搬してくる音の相対位相差を考える上では、音源から空
気中－水中の境界面までの伝搬経路を無視して構わない。
　Δφ１＝２π×｛Freq×２０／（３４００００×５）｝　　…（２）
【００８７】
　ノイズ判定情報生成部６１７の相対位相差情報生成部は、周波数領域の信号ＳＲ［Ｆ］
と周波数領域の信号ＳＬ［Ｆ］との位相差を比較して、右側マイクロホン４Ｒに到達した
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音の位相と左側マイクロホン４Ｌに到達した音の位相との差である相対位相差の情報を生
成する。なお、ノイズ判定情報生成部６１７の相対位相差比較部は、ＦＦＴ部６１６Ｒ及
び６１６Ｌの解像度である２０４８／４８０００［Ｈｚ］毎に相対位相差を得ている。
【００８８】
　水中を伝搬してくる音の相対位相差はΔφ１以下であり、撮像装置本体が発するノイズ
の相対位相差はΔφ０（＝５×Δφ１）であるため、ノイズ判定情報生成部６１７の相対
位相差情報生成部によって得られた相対位相差がΔφ１以下である周波数成分は水中を伝
達してくる音の周波数成分であると判定することができる。
【００８９】
＜ノイズ判定情報生成部の第２実施例＞
　次に、ノイズ判定情報生成部６１７の第２実施例について説明する。ノイズ判定情報生
成部６１７の第２実施例では、ノイズ判定情報生成部６１７が相対レベル差情報生成部を
備えている。
【００９０】
　水中では音の減衰が非常に小さい事が知られている。また、一般的に音源に近いほど音
の距離減衰は大きい事が知られている。そのため、水中を伝搬してマイクロホン４Ｒ及び
４Ｌそれぞれに到達する外部からの音に対する減衰は小さく、右側マイクロホン４Ｒと左
側マイクロホン４Ｌとの間での信号レベル差は殆ど生じない。一方、撮像装置の筐体内の
空洞（空気中）を伝搬してマイクロホン４Ｒ及び４Ｌそれぞれに到達するノイズは、空気
中を伝搬する事、ノイズ源とマイクロホン４Ｒ及び４Ｌとが近距離であること、筐体内部
での反射時の吸音による減衰などがある事から、右側マイクロホン４Ｒと左側マイクロホ
ン４Ｌとの間での信号レベル差が大きくなる。
【００９１】
　ノイズ判定情報生成部６１７の相対レベル差情報生成部は、周波数領域の信号ＳＲ［Ｆ
］と周波数領域の信号ＳＬ［Ｆ］とのレベル差を比較して、右側マイクロホン４Ｒに到達
した音のレベルと左側マイクロホン４Ｌに到達した音のレベルとの差である相対レベル差
の情報を生成する。なお、ノイズ判定情報生成部６１７の相対レベル差情報生成部は、Ｆ
ＦＴ部６１６Ｒ及び６１６Ｌの解像度である２０４８／４８０００［Ｈｚ］毎に相対レベ
ル差を得ている。
【００９２】
　水中を伝搬してくる音の相対レベル差は大きく、撮像装置本体が発するノイズの相対レ
ベル差は小さいため、ノイズ判定情報生成部６１７の相対レベル差情報生成部によって得
られた相対レベル差が予め設定した閾値以上である周波数成分は水中を伝達してくる音の
周波数成分であると判定することができる。
【００９３】
　なお、ノイズ判定情報生成部６１７の第１実施例と第２実施例の組み合わせも可能であ
る。すなわち、ノイズ判定情報生成部６１７が、相対位相差及び相対レベル差の情報を生
成することも可能である。相対位相差、相対レベル差の両方を用いて判定を行うことで判
定の精度を上げることが可能となる。
【００９４】
＜処理部の第１実施例＞
　次に、処理部６１８Ｒ及び６１８Ｌの第１実施例について説明する。処理部６１８Ｒ及
び６１８Ｌの第１実施例では、処理部６１８Ｒ及び６１８Ｌがそれぞれ低減処理部を備え
ている。
【００９５】
　処理部６１８Ｒ及び６１８Ｌの各低減処理部は、ノイズ判定情報生成部６１７からのノ
イズ判定情報と閾値（例えばノイズ判定情報生成部６１７の第１実施例を採用した場合は
 上述した（２）式のΔφ１）とを比較して周波数領域の信号ＳＲ［Ｆ］及びＳＬ［Ｆ］
が撮像装置本体が発するノイズであるか否かを、ＦＦＴ部６１６Ｒ及び６１６Ｌの解像度
である２０４８／４８０００［Ｈｚ］毎に判定し、撮像装置本体が発するノイズであると
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判定された周波数成分を－２０ｄＢ低減し、撮像装置本体が発するノイズであると判定さ
れなかった周波数成分を低減しない処理を行う。
【００９６】
　処理部６１８Ｒ及び６１８Ｌの第１実施例を採用する場合、ノイズ判定情報生成部６１
７の第１実施例を採用すると、周波数領域の信号ＳＲ［Ｆ］及びＳＬ［Ｆ］間で位相差の
大きい周波数成分に対してのみ低減処理が行われるため、仮に水中判定部２３１Ａが誤判
定しても、撮影している正面方向の音を低減することなく、集音環境の誤判定による悪影
響が小さいという利点がある。
【００９７】
＜処理部の第２実施例＞
　次に、処理部６１８Ｒ及び６１８Ｌの第２実施例について説明する。処理部６１８Ｒ及
び６１８Ｌの第２実施例では、処理部６１８Ｒ及び６１８Ｌがそれぞれ強調処理部を備え
ている。
【００９８】
　処理部６１８Ｒ及び６１８Ｌの各強調処理部は、ノイズ判定情報生成部６１７からのノ
イズ判定情報と閾値（例えばノイズ判定情報生成部６１７の第１実施例を採用した場合は
 上述した（２）式のΔφ１）とを比較して周波数領域の信号ＳＲ［Ｆ］及びＳＬ［Ｆ］
が撮像装置本体が発するノイズであるか否かを、ＦＦＴ部６１６Ｒ及び６１６Ｌの解像度
である２０４８／４８０００［Ｈｚ］毎に判定し、撮像装置本体が発するノイズであると
判定されなかった周波数成分を強調（増幅）し、撮像装置本体が発するノイズであると判
定された周波数成分を強調しない処理を行う。なお、強調の度合いは、周波数にかかわら
ず一律としてもよく、周波数に応じて変化する（図１１の周波数特性を考慮し低帯域では
強調を弱め、中帯域／高帯域では強調を強める）ようにしてもよい。
【００９９】
　処理部６１８Ｒ及び６１８Ｌがノイズと判定した周波数成分以外は、水中を伝搬してき
た本来の水中音の周波数成分である。水中を伝搬してきた本来の水中音は水と空気との境
界面で反射し、音は大きく減衰している。そのため、処理部６１８Ｒ及び６１８Ｌの第２
実施例を採用し、ノイズと判定した周波数成分以外を強調（増幅）することにより、本来
の水中音を有るべきレベルに近づけることができる。
【０１００】
　なお、処理部６１８Ｒ及び６１８Ｌの第１実施例と第２実施例の組み合わせも可能であ
る。すなわち、撮像装置本体が発するノイズであると判定された周波数成分を低減し、撮
像装置本体が発するノイズであると判定されなかった周波数成分を強調（増幅）する処理
を行うようにすることも可能である。
【０１０１】
＜変形例＞
　なお、上述した図１に示す撮像装置では、ステレオマイク４を用いたが、複数のマイク
ロホンで構成される他のマイク（例えば、５．１ｃｈサラウンド録音対応マイク）を用い
ても構わない。
【０１０２】
　また、本発明に係る撮像装置は、防水構造であることが望ましいが、防水構造でなくて
も例えば防水ハウジングに収納し防水仕様の外部マイクによって集音した音声信号を入力
するというような使用法を採用することが可能である。
【０１０３】
　また、本発明は、複数の撮影モードを有する撮像装置及び当該撮像装置において設定さ
れた撮像モードが適切であるか否かを判定するモード適否判定方法のみならず、複数の記
録モードを有する他の電子機器（例えば、ＩＣレコーダ等）及び当該電子機器において設
定された記録モードが適切であるか否かを判定するモード適否判定方法にも適用可能であ
り、設定されている記録モードが適切であるか否かを記録中でも判定することができる。
【図面の簡単な説明】



(16) JP 5263767 B2 2013.8.14

10

20

30

40

50

【０１０４】
【図１】は、本発明に係る撮像装置の一内部構成例を示すブロック図である。
【図２】は、モード適否判定部の第１実施例の構成を示すブロック図である。
【図３】は、警告の例である。
【図４】は、モニタ表示による警告及びモード切り替え提示の例である
【図５】は、モード適否判定部の第１実施例を採用した図１に示す撮像装置の撮影時の処
理フローチャートである。
【図６】は、モード適否判定部の第２実施例の構成を示すブロック図である。
【図７】は、モード適否判定部の第２実施例を採用した図１に示す撮像装置の撮影時の処
理フローチャートである。
【図８】は、「水中」モードであるか否かによってホワイトバランス調整を切り替える場
合の撮像装置の要部構成を示す図である。
【図９】は、「水中」モードであるか否かによって音声処理を切り替える場合の撮像装置
の要部構成を示す図である。
【図１０】は、空気中における音声の周波数特性を示す図である。
【図１１】は、水中における音声の周波数特性を示す図である。
【図１２】は、空気中と水中における音声の周波数特性の相違を示す図である。
【図１３】は、水中雑音低減部の第１実施例を示す図である。
【図１４】は、水中雑音低減部の第２実施例を示す図である。
【図１５】は、撮像装置本体のノイズ源及び本来の集音対象である音源からの音の伝搬の
様子を示す図である。
【符号の説明】
【０１０５】
　　　１　固体撮像素子（イメージセンサ）
　　　２　レンズ部
　　　３　ＡＦＥ
　　　４　ステレオマイク
　　　４Ｌ、４Ｒ　マイク
　　　５　画像処理部
　　　６、６ａ、６ｂ　音声処理部
　　　７　圧縮処理部
　　　８　ドライバ部
　　　９　伸長処理部
　　　１０　ビデオ出力回路部
　　　１１　ビデオ出力端子
　　　１２　ディスプレイ部
　　　１３　音声出力回路部
　　　１４　音声出力端子
　　　１５　スピーカ部
　　　１６　タイミングジェネレータ（ＴＧ）
　　　１７　ＣＰＵ
　　　１８　メモリ
　　　１９　操作部
　　　２０、２１　バス回線
　　　２２　外部メモリ
　　　２３　モード適否判定部
　　　２４　警告用ランプ
　　　２５　モニタユニット
　　　５１　空気中ホワイトバランス調整部
　　　５２　水中ホワイトバランス調整部
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　　　５３、５４　切り替え部
　　　５５　各種画像処理部
　　　６１　水中雑音低減部
　　　６２、６３　切り替え部
　　　６４　各種音声処理部
　　　２３１　適切撮影モード自動判定部
　　　２３２　モード比較部
　　　２３３　警告発信部
　　　６１１　Ａ／Ｄ変換部
　　　６１２　ＬＰＦ（Low Pass Filter）
　　　６１３　ＨＰＦ（High Pass Filter）
　　　６１４　減衰部
　　　６１５　合成部
　　　６１６Ｒ、６１６Ｌ　ＦＦＴ部
　　　６１７　ノイズ判定情報生成部
　　　６１８Ｒ、６１８Ｌ　処理部
　　　６１９Ｒ、６１９Ｌ　ＩＦＦＴ部

【図１】 【図２】

【図３】
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【図１１】

【図１２】

【図１３】

【図１４】
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